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1.　18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(百万円未満切捨）
　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　18年９月中間期 2,069 102.3 635 123.5 637 124.5

　17年９月中間期 1,022 18.9 284 △14.0 284 △14.1

18年３月期 2,776 　 814 　 814 　

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

　18年９月中間期 371 134.0 2,621 22

　17年９月中間期 158 △19.9 3,371 19

18年３月期 488 　 3,451 09
(注) ① 期中平均株式数 18年９月中間期 141,680株 17年９月中間期 47,070株 18年３月期 141,410株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率。

　 ④ 平成17年11月18日付をもって、普通株式１株を３株に分割しております。

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

　18年９月中間期 3,528 2,744 77.8 19,367 47

　17年９月中間期 3,505 2,080 59.3 44,067 61

18年３月期 3,781 2,409 63.7 17,014 83
(注) ① 期末発行済株式数 18年９月中間期 141,702株 17年９月中間期 47,204株 18年３月期 141,612株

　 ② 期末自己株式数 18年９月中間期 －株 17年９月中間期 －株 18年３月期 －株

　 ③ 平成17年11月18日付をもって、普通株式１株を３株に分割しております。

　

2.　19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 4,500 1,570 940

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　　6,633円64銭
　

3.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金(円)

　 中間期末 期末 年間

18年３月期 ― 300.00 300.00

19年３月期(実績) ― ―
300.00

19年３月期(予想) ― 300.00

　
　※　上記の予想は、現時点において入手可能な情報及び将来の業績に与える不確定要因に関しての仮定を前提とし

ております。実際の業績は、今後の様々な要因により上記の予想とは異なる可能性があります。　



6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　現金及び預金 ※３ 　 1,385,244 　 　 742,052 　 　 1,034,295 　

２　売掛金 　 　 369,131 　 　 770,218 　 　 747,400 　

３　たな卸資産 　 　 1,137 　 　 14,036 　 　 25,440 　

４　その他 ※２ 　 352,144 　 　 191,440 　 　 352,298 　

貸倒引当金 　 　 △103 　 　 △825 　 　 △261 　

流動資産合計 　 　 2,107,554 60.1 　 1,716,922 48.6 　 2,159,172 57.1

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 器具及び備品 　 106,287 　 　 114,617 　 　 100,195 　 　

(2) その他 　 14,694 120,981 3.5 14,886 129,503 3.7 16,004 116,199 3.1

２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) ソフトウェア 　 209,355 　 　 339,704 　 　 283,850 　 　

(2) その他 　 170,287 379,642 10.8 136,698 476,402 13.5 162,768 446,619 11.8

３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 関係会社株式 　 794,069 　 　 1,014,069 　 　 894,069 　 　

(2) その他 　 103,409 　 　 193,879 　 　 165,728 　 　

貸倒引当金 　 △396 897,082 25.6 △2,101 1,205,847 34.2 △506 1,059,291 28.0

固定資産合計 　 　 1,397,706 39.9 　 1,811,754 51.4 　 1,622,110 42.9

資産合計 　 　 3,505,261 100.0 　 3,528,676 100.0 　 3,781,282 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　買掛金 　 　 20,058 　 　 280,912 　 　 300,886 　

２　短期借入金 　 　 430,000 　 　 ― 　 　 100,000 　

３　未払金 　 　 123,130 　 　 95,194 　 　 107,335 　

４　未払法人税等 　 　 87,499 　 　 279,248 　 　 228,141 　

５　預り保証金 　 　 677,366 　 　 ― 　 　 548,495 　

６　賞与引当金 　 　 41,677 　 　 58,189 　 　 50,908 　

７　その他 ※２ 　 45,361 　 　 70,723 　 　 36,011 　

流動負債合計 　 　 1,425,093 40.7 　 784,267 22.2 　 1,371,778 36.3

負債合計 　 　 1,425,093 40.7 　 784,267 22.2 　 1,371,778 36.3

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 429,950 12.3 　 ― ― 　 429,950 11.4

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　資本準備金 　 601,669 　 　 ― 　 　 601,669 　 　

資本剰余金合計 　 　 601,669 17.1 　 ― ― 　 601,669 15.9

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　中間(当期)
　　未処分利益

　 1,048,548 　 　 ― 　 　 1,377,885 　 　

利益剰余金合計 　 　 1,048,548 29.9 　 ― ― 　 1,377,885 36.4

資本合計 　 　 2,080,167 59.3 　 ― ― 　 2,409,504 63.7

負債・資本合計 　 　 3,505,261 100.0 　 ― ― 　 3,781,282 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　資本金 　 　 ― 　 　 432,956 　 　 ― 　

２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 資本準備金 　 ― 　 　 604,676 　 　 ― 　 　

資本剰余金合計 　 　 ― 　 　 604,676 　 　 ― 　

３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

繰越利益剰余金 　 ─ 　 　 1,706,775 　 　 ─ 　 　

利益剰余金合計 　 　 ― 　 　 1,706,775 　 　 ― 　

株主資本合計 　 　 ― ─ 　 2,744,408 77.8 　 ― ─

純資産合計 　 　 ― ─ 　 2,744,408 77.8 　 ― ─

負債純資産合計 　 　 ― ─ 　 3,528,676 100.0 　 ― ─
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 1,022,997 100.0 　 2,069,964 100.0 　 2,776,625 100.0

Ⅱ　売上原価 ※１ 　 171,570 16.8 　 504,072 24.4 　 658,209 23.7

売上総利益 　 　 851,426 83.2 　 1,565,891 75.6 　 2,118,415 76.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 　 567,135 55.4 　 930,478 44.9 　 1,303,435 46.9

営業利益 　 　 284,291 27.8 　 635,413 30.7 　 814,979 29.4

Ⅳ　営業外収益 ※２ 　 784 0.1 　 2,550 0.1 　 1,858 0.0

Ⅴ　営業外費用 ※３ 　 1,028 0.1 　 239 0.0 　 2,407 0.1

経常利益 　 　 284,047 27.8 　 637,725 30.8 　 814,430 29.3

Ⅵ　特別損失 ※４ 　 41,214 4.1 　 7,275 0.4 　 42,148 1.5

税引前中間(当期)純利益 　 　 242,832 23.7 　 630,449 30.4 　 772,282 27.8

法人税、住民税
及び事業税

　 83,000 　 　 273,000 　 　 305,000 　 　

法人税等調整額 　 1,150 84,150 8.2 △13,924 259,075 12.5 △20,736 284,263 10.2

中間(当期)純利益 　 　 158,681 15.5 　 371,374 17.9 　 488,018 17.6

前期繰越利益 　 　 889,866 　 　 ― 　 　 889,866 　

中間(当期)未処分利益 　 　 1,048,548 　 　 ― 　 　 1,377,885 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　

株主資本

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰

余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余

金

平成18年３月31日残高
(千円)

429,950 601,669 601,669 1,377,885 1,377,885 2,409,504 2,409,504

中間会計期間中の変動
額

　 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 3,006 3,006 3,006 　 　 6,013 6,013

　剰余金の配当 　 　 　 △42,483 △42,483 △42,483 △42,483

　中間純利益 　 　 　 371,374 371,374 371,374 371,374

中間会計期間中の変動
額合計(千円)

3,006 3,006 3,006 328,890 328,890 334,904 334,904

平成18年９月30日残高
(千円)

432,956 604,676 604,676 1,706,775 1,706,775 2,744,408 2,744,408
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

①子会社株式

　移動平均法による原価法を採

用しております。

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

①子会社株式

同左

②その他有価証券
　　 時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用
しております。

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

①子会社株式

同左

②その他有価証券
　 　時価のないもの

同左

(2)たな卸資産

①商品

　総平均法による原価法を採用

しております。

(2)たな卸資産

①商品

同左

②貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法

を採用しております。

　

(2)たな卸資産

①商品

同左

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、建物（建物付属設備は

除く）については、定額法を採用

しております。なお、前事業年度

の建物勘定は、すべて建物付属設

備であります。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物……………13～18年

器具及び備品…３～６年

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、建物（建物付属設備は

除く）については、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物……………13～18年

器具及び備品…３～６年

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、建物（建物付属設備は

除く）については、定額法を採用

しております。なお、前事業年度

の建物勘定は、すべて建物付属設

備であります。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物……………13～18年

　　　 器具及び備品…３～６年

(2)無形固定資産

営業権については５年で毎期均

等額を償却しております。また、

自社利用のソフトウェアについ

て、社内における利用可能期間(３

～５年)に基づく定額法を採用して

おります。

(2)無形固定資産

のれんについては５年で毎期均

等額を償却しております。また、

自社利用のソフトウェアについ

て、社内における利用可能期間

(３～５年)に基づく定額法を採用

しております。

　

(2)無形固定資産

営業権については５年で毎期均

等額を償却しております。また、

自社利用のソフトウェアについ

て、社内における利用可能期間(３

～５年)に基づく定額法を採用して

おります。

３．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

３．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　　　　　同左

３．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　　　　　　　同左

(2)賞与引当金

従業員に対する賞与の支出に充

てるため、支給見込額のうち、当

中間会計期間の負担すべき額を計

上しております。

(2)賞与引当金

同左

　

(2)賞与引当金

従業員に対する賞与の支出に充

てるため、支給見込額のうち、当

期の負担すべき額を計上しており

ます。
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

４．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

(1)消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。

４．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

(1)消費税等の処理方法

同左

４．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

(1)消費税等の処理方法

同左

　

(2)広告売上の計上基準について

広告主からの受注金額を売上高

として計上し、広告代理店に支払

う販売手数料を、代理店手数料と

して販売費及び一般管理費に計上

しております。

(2)広告売上の計上基準について

同左

　

(2)広告売上の計上基準について

同左
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会計方針の変更

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企業会計審議会　

平成14年８月９日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会　平成15年10月31日　

企業会計基準適用指針第６号)を当中間

会計期間から適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。

　

――――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

当事業年度から「固定資産の減損に

係る会計基準」(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会　平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準委員会　平成

15年10月31日　企業会計基準適用指針

第6号)を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。

(差入保証金の処理方法)

外国為替保証金取引業務にかかる差入

保証金は固定資産(投資その他の資産)

に計上しておりましたが、当中間会計

期間より流動資産に計上することに変

更しております。

外国為替保証金取引業務にかかる差入

保証金は、顧客の取引総残高に応じて

一定の割合で差し入れるものでありま

す。従来は、これを保守的に固定資産

に計上しておりました。当中間会計期

間において、外国為替保証金取引業務

の開始から相当の期間を経過したこと

に伴い、顧客の取引開始から決済まで

の期間に関する実態分析を実施し、取

引が開始から１年以内に決済されてい

る事実から判断して、現在の外国為替

保証金取引業務にかかる差入保証金の

性格をより適切に財政状態に反映する

ために当該変更を行なっております。

この変更により、従来の方法によった

場合に比べ、流動資産は140,000千円増

加し、固定資産（投資その他の資産）

は同額減少しております。

　

――――――― (差入保証金の処理方法)

外国為替保証金取引業務にかかる差入

保証金は固定資産(投資その他の資産)

に計上しておりましたが、当事業年度

「保証金」として流動資産に計上する

ことに変更しております。

外国為替保証金取引業務にかかる差入

保証金は、顧客の取引総残高に応じて

一定の割合で差し入れるものでありま

す。従来は、これを保守的に固定資産

に計上しておりました。当事業年度に

おいて、外国為替保証金取引業務の開

始から相当の期間を経過したことに伴

い、顧客の取引開始から決済までの期

間に関する実態分析を実施し、取引が

開始から１年以内に決済されている事

実から判断して、現在の外国為替保証

金取引業務にかかる差入保証金の性格

をより適切に財政状態に反映するため

に当該変更を行なっております。

この変更により、従来の方法によった

場合に比べ、流動資産は125,000千円増

加し、固定資産（投資その他の資産）

は同額減少しております。
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
　至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
　至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日)

―――――――
　

(貸借対照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準等） 
　当中間会計期間より、「貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基
準」（企業会計基準　第５号平成17年
12月９日）及び「貸借対照表の純資産
の部の表示に関する会計基準等の適用
指針」（企業会計基準適用指針第８号
　平成17年12月９日）を適用しており
ます。これによる損益に与える影響は
ありません。 
　これまでの資本の合計に相当する金
額は、2,744,408千円であります。 
　なお、当中間会計期間における中間
貸借対照表の純資産の部については、
中間財務諸表等規則の改正に伴い、改
正後の中間財務諸表等規則により作成
しております。

――――――― 

―――――――
 
　

(企業結合に係る会計基準等）
　当中間会計期間から、「企業結合に
係る会計基準」（企業会計審議会平成
15年10月31日）及び「事業分離等に関
する会計基準」（企業会計基準委員会
　平成17年12月27日　企業会計基準第
７号）並びに「企業結合会計基準及び
事業分離会計基準に関する適用指針」
（企業会計基準委員会　平成17年12月
27日　企業会計基準適用指針第10号）
を適用しております。
　これによる、損益に与える影響はあ
りません。

――――――― 
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１．有形固定資産の減価償却累計

額

98,492千円

　

※１．有形固定資産の減価償却累計

額

148,674千円

　

※１．有形固定資産の減価償却累計

額

124,656千円

※２．消費税等の取扱い

仮払消費税等と仮受消費税等は

相殺のうえ、流動資産の「その他」

に含めております。

※２．消費税等の取扱い

仮払消費税等と仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債の「その他」

に含めております。

※２．

―――――――

※３．現金及び預金には、外国為替

保証金取引について顧客より預託

を受けた金銭（顧客預託金）相当

額を自己の固有の財産と分別して

保管している分離保管預金677,366

千円が含まれております。

※３．

―――――――

※３．現金及び預金には、外国為替

保証金取引について顧客より預

託を受けた金銭（顧客預託金）

相当額を自己の固有の財産と分

別して保管している分離保管預

金548,495千円が含まれておりま

す。

　

(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１．減価償却実施額

有形固定資産　20,540千円

無形固定資産　47,625千円

　

※１．減価償却実施額

有形固定資産　24,018千円

無形固定資産　79,373千円

　

※１．減価償却実施額

有形固定資産　46,704千円

無形固定資産 109,550千円

　

※２．

　　　　　―――――――

※２．営業外収益のうち主なもの

　　　　業務受託料　　  2,100千円

※２．

　　　　　―――――――

※３．営業外費用のうち主なもの

支払利息　 　  1,028千円

　

※３．営業外費用のうち主なもの

支払利息　 　  　215千円

　

※３．営業外費用のうち主なもの

支払利息　　 　1,586千円

※４．特別損失の内容

当社運営サイトへの不正アクセス

に起因する損失を特別損失として計

上しております。

　

※４．特別損失の内容

固定資産除却損

ソフトウェア仮勘定　7,275千円

※４．特別損失の内容

　運営サイト復旧費用  41,214千円

　固定資産除却損

　ソフトウェア　　　     933千円
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リース取引関係

前中間会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）

該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

該当事項はありません。

前事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

該当事項はありません。

　

有価証券関係

前中間会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）

子会社株式で時価のあるものはありません。

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

子会社株式で時価のあるものはありません。

前事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

子会社株式で時価のあるものはありません。
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１株当たり情報

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 44,067円61銭

１株当たり中間純利益
金額

3,371円19銭

潜在株式調整後1株当
たり中間純利益金額

3,326円94銭

　

１株当たり純資産額 19,367円47銭

１株当たり中間純利益
金額

2,621円22銭

潜在株式調整後1株当
たり中間純利益金額

2,592円06銭

　当社は、平成17年11月18日付で株
式１株につき３株の株式分割を行っ
ております。なお、当該株式分割が
前事業年度の期首に行われたと仮定
した場合の前中間会計期間における
１当たり情報については、以下のと
おりとなっております。

１株当たり純資産額 14,689円20銭

１株当たり中間純利益
金額

1,123円73銭

潜在株式調整後1株当
たり中間純利益金額

1,108円98銭

１株当たり純資産額 17,014円83銭

１株当たり当期純利益
金額

3,451円09銭

潜在株式調整後1株当
たり当期純利益金額

3,406円43銭

　当社は、平成17年11月18日付で株
式１株につき３株の株式分割を行っ
ております。なお、当該株式分割が
前事業年度の期首に行われたと仮定
した場合の前事業年度における１当
たり情報については、以下のとおり
となっております。

１株当たり純資産額 13,902円79銭

１株当たり当期純利益
金額

3,613円89銭

潜在株式調整後1株当
たり当期純利益金額

3,501円85銭

　
　 　

　
(注)　算定上の基礎

　１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額 　 　 　

中間（当期）純利益 (千円) 158,681 371,374 488,018

普通株主に帰属しない金額
(千円)

― ― ―

普通株式に係る中間（当期）
純利益金額(千円)

158,681 371,374 488,018

普通株式の期中平均株式数 (株) 47,070 141,680 141,410

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額

　 　 　

中間（当期）純利益調整額
(千円)

― ― ―

普通株式増加数(株) 626 1,594 1,854

（うち新株予約権(株)） (626) (1,594) (1,854)

　
希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

　
新株予約権１種類

(新株予約権の数379個)

　

　
新株予約権１種類

(新株予約権の数473個)

　

　
新株予約権１種類

(新株予約権の数500個)
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重要な後発事象

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

（株式の分割（無償交付）について）

　平成17年８月10日開催の取締役会

決議により、平成17年11月18日付

で、次のとおり株式分割をいたしま

した。

(1)平成17年11月18日付をもって、

 普通株式１株を３株に分割する。

 ①分割により増加する株式数

     普通株式　　94,408株

――――――― （会社分割による外国為替保証金取

引事業部門の分社化について）

　平成18年５月16日開催の取締役会

におきまして、平成18年７月１日を

期日として、下記のとおり当社の外

国為替保証金取引事業部門を会社分

割し、当社全額出資の子会社である

株式会社カカクコム・フィナンシャ

ルに承継させることを決議しまし

た。

②分割の方法

平成17年９月30日最終の株主名簿お

よび実質株主名簿に記載または記録

された株主を対象に普通株式１株に

つき３株の割合をもって分割する。

 ③配当起算日　平成17年10月１日

　 (1)会社分割の目的

昨今の金融ＥＣサービスへの消費者

ニーズの高まりといった状況を受け、

専門性の高い金融分野へのリソース・

ノウハウを集約することで、事業の効

率化を図ると共に、より質の高い金融

サービスを提供するためであります。

(2)会社分割の要旨

①分割の日程

　分割契約書承認取締役会

    平成18年５月16日

　分割契約書調印　

    平成18年５月16日

    当社は会社法第784条ノ3の規定

  に基づき株主総会の承認を得ずに

  会社分割いたします。

　分割期日 平成18年７月１日(予定)

　分割登記 平成18年７月５日(予定)

②分割の方法

  当社を分割会社とし、既存の当社全

額出資子会社である株式会社カカクコ

ム・フィナンシャルを承継会社とする

分社型簡易吸収分割であります。

 ③株式の割当

 当社に株式会社カカクコム・フィナ

ンシャルの株式1,800株を割当てま

す。

 ④分割により減少する資本の額等

 当該分割により、当社の資本金及び

資本準備金は減少しません。

 ⑤分割交付金

　当該分割に際し、分割交付金はあり

ません。

 ⑥承継会社が承継する権利義務

　承継会社は当社から分割期日におい

て、当社の外国為替保証金取引事業部

門で行われている事業その他これらに

附帯する事業に係る資産及び負債を承

継します。

④平成17年11月18日をもって当社定

款第５条を変更し、発行する株式の

総数を320,000株増加して、480,000

株とする。

なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の１株当たり情

報については、以下のとおりとなっ

ております。

　

前中間会計期間

１株当たり純資産額 11,879円66銭

１株当たり中間純利益

金額
1,450円98銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額
1,402円91銭

　

　

当中間会計期間

１株当たり純資産額 14,689円20銭

１株当たり中間純利益

金額
1,123円73銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額
1,108円98銭

　

　

前事業年度

１株当たり純資産額 13,902円79銭

１株当たり当期純利益

金額
3,613円90銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額
3,501円85銭
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

（子会社設立について）

平成17年11月15日開催の取締役会に

おいて、子会社を設立することを決議

いたしました。

――――――― ―――――――

(1)子会社設立の理由

当社における金融分野のリソー

ス・ノウハウを集約することで、事

業の効率化を図るとともに、その機

動性を高めるため、金融サービスを

専門とする子会社を設立することと

いたしました。当社は子会社を通し

て、昨今の金融ＥＣ市場の急速な拡

大という状況を受け、当該分野にお

いても消費者視点に立った購買支援

サービスを推進してまいります。

　 　

(2)子会社の概要

商号 株式会社カカクコム・

フィナンシャル

代表者 代表取締役社長

田中　実

(当社取締役副社長)

主な事業の

内容
金融サービス業

設立時期 平成17年12月20日

発行済

株式数
200株

資本金 10,000千円

　 　

(3)当社との関係

取得株式数 200株

取得価額 10,000千円

取得後の

持分比率
100％
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